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本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記載は、
本資料の発表日現在における将来の見通し、計画のもととなる前提、
予測を含んで記載しており、当社としてその実現を約束する趣旨の
ものではありません。実際の業績は、今後様々な要因によって、
大きく異なる結果となる可能性があります。

本資料には監査を受けていない概算値を含むため、数値が変更になる可能性があります。

アミノサイエンス®は味の素株式会社の登録商標です。
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*本資料における事業利益（連結ベース）:
売上高－売上原価－販売費・研究開発費及び一般管理費＋持分法による損益

参考資料
別添 2026年3月期 決算概要

2027年3月期 セグメント別業績予想

Ⅰ 2026年3月期決算概要と2027年3月期業績予想

Ⅱ  企業価値向上に向けた取組み
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本日お伝えしたいこと

4

• FY25は、売上高・事業利益ともに前年度に続き、新記録を更新。
事業利益は2桁%成⾧を継続。ヘルスケア等では、ファンクショナルマテリアルズや、
バイオファーマサービス＆イングリディエンツが大幅増益。調味料・食品事業と冷凍食品事業
を合わせた食品事業全体でも増益となった。

• FY26の業績予想では、売上高・事業利益ともにさらなる新記録となる増収・増益を見込む。
調味料・食品事業、冷凍食品事業、バイオ＆ファインケミカル事業の各事業で成⾧を計画。

• なお、2026年2月末以降の中東情勢によりコスト面・調達面で影響が生じる可能性あるも、
機動的な対応により、業績への影響を最小限に抑制していく。

• 新執行体制のもと、グループ全体の人財力・組織力を一段と引き上げ、経営の実行力を高めながら
ASV経営を進化させ、「2030ロードマップ」の前倒しの達成に引き続き挑戦していく。
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それでは、わたくし中村からご説明させていただきます。
本日お伝えしたいことは4点です。

25年度は、売上高・事業利益ともに前年度に続き、新記録を更新いたしました。
事業利益は2桁%成⾧を継続しており、ヘルスケア等では、
ファンクショナルマテリアルズやバイオファーマサービス＆イングリディエンツが
大幅増益。
調味料・食品事業と冷凍食品事業を合わせた食品事業全体でも増益となりました。

26年度の業績予想として、売上高・事業利益ともに、
さらなる新記録となる増収・増益を見込んでおります。
調味料・食品事業、冷凍食品事業、バイオ＆ファインケミカル事業の各事業で成⾧を計
画しております。

なお、2026年2月末以降の中東情勢によりコスト面・調達面で影響が生じる可能性があ
りますが、全社として機動的な対応を講じていくことにより、
業績への影響を最小限に抑制してまいります。

4月からの新執行体制のもと、グループ全体の人財力・組織力を一段と引き上げ、
経営の実行力を高めながらASV経営を進化させ、「2030ロードマップ」の前倒しの達
成に引き続き挑戦してまいります。
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Ⅰ 2026年3月期決算概要と2027年3月期業績予想

Ⅱ  企業価値向上に向けた取組み
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Ⅰ-1．2026年3月期 決算ダイジェスト
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FY25 累計に影響した内容対4Q累計-FY24対4Q-FY24対3Q-FY24対2Q-FY24対1Q-FY24

531400185▲38▲15売上高

調味料、栄養・加工食品、ファンクショナルマテリアルズなどが貢献19113669▲15▲5売上増減によるGP増減

調味料、栄養・加工食品、バイオファーマサービス（CDMO）などが貢献27394843862GP率変動によるGP増減

人財投資の拡充やマーケティング投資等により増加▲263▲101▲75▲64▲23販管費増減

17111▲28持分法による損益

21814079▲4341事業利益計

本社ビル土地および建物の譲渡に伴う譲渡益406億円など635635▲10▲3244その他営業収益･費用

238512▲3金融収益・費用

64457062▲7282親会社帰属当期利益計

対前年増減内訳
単位:億円、▲は損サイド

売上高:増収 (新記録) 事業利益:増益 (新記録)
親会社の所有者に帰属する当期利益:

増益 (新記録)

対前年実績:103％

増収額:+531億円

対前年実績：113%

増益額:+218億円

対前年実績 : 191％

15,837億円

除く為替影響:102%

1,811億円 1,346億円

除く為替影響: 111%
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2026年3月期決算のダイジェストです。

売上高・事業利益ともに、通期累計で新記録更新となる増収・増益となりました。

売上は1兆5,837億円、前年同期比103％、為替除きで102％の成⾧となりました。
国内外の調味料・食品が増収。
ヘルスケア等ではファンクショナルマテリアルズが大幅増収、
医薬用・食品用アミノ酸や、アルテア社の売却影響を除くCDMOも増収となりました。

事業利益は、1,811億円、同113％、為替除きで111％の成⾧となりました。
国内外の調味料・食品が増益。
ヘルスケア等ではファンクショナルマテリアルズが大幅増益。
医薬用・食品用アミノ酸、CDMOも増益となりました。

親会社の所有者に帰属する当期利益は1,346億円、本社ビル土地および建物の譲渡に伴
う譲渡益406億円を、「その他営業収益」の項目に計上しております。



1,593
1,811

191

273 ▲263 17

700

900

1,100

1,300

1,500

1,700

1,900

2,100

2,300

FY24実績 売上増減による
GP増減

GP率増減による
GP増減

販管費増減 持分法による
損益

人件費 ▲約89
マーケティング投資

▲約49
R&D投資 ▲約11
為替 ▲約34

Ⅰ-2．事業利益増減要因（P&L要素別 2026年3月期実績）

FY25実績

(億円)

(参考) 為替影響 ＋ 約29億円

売上増・収益構造改善
によるGP増

海外コンシューマー単価上昇 +約115

成⾧実現に向けた
無形資産への投資
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FY24実績

このスライドは、24年度と25年度の事業利益の差異分析です。

191億円の増益要因となった「売上増減によるGP増減」は、国内外の調味料や、
国内コーヒー、ファンクショナルマテリアルズの増収などが貢献。

273億円の増益要因となった「GP率増減によるGP増減」は、海外調味料や、
国内コーヒー、バイオファーマサービス（CDMO）などのGP率改善が
貢献いたしました。

販管費については、2030ロードマップに沿った持続的な成⾧に向け、
無形資産などへの投資を拡大しております。
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Ⅰ-2．事業利益増減要因（開示セグメント別 2026年3月期実績）
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調味料・食品 冷凍食品 ヘルスケア等 その他 全社共通費

(億円)

FY25
実績

（参考）FY25通期修正予想 対 FY24通期実績(億円)

FY25通期実績 対 FY24通期実績

1,593 
1,811 1,810 

85

▲15

200
▲9 ▲43

1,000

1,500

2,000

FY24 調味料・食品 冷凍食品 ヘルスケア等 その他 全社共通費
実績

FY25
修正予想

こちらは、25年度のセグメント別の事業利益の前年同期との差異分析です。
スライド下側には参考として、26年2月5日発表の25年度の通期修正予想と、
前年実績の差異分析を掲載しております。

調味料・食品では、ソリューション＆イングリディエンツが減収も、
国内外の調味料事業や国内コーヒー事業の増収により全体で増収を確保。
これに伴い、事業利益は通期の修正予想を上回り、89億円の増益となりました。

冷凍食品は、売上は全体で前年並み、事業利益は減益となっています。
関税影響や、連邦政府の予算執行停止に伴う低所得層向け補助的栄養支援
プログラム「SNAP」の停止による食料品の買い控えなど、
3Qまでに生じた一時的な要因に加え、4Qは北米における寒波の影響による
売上減や、北米において一部商品の回収を実施したことなどが影響しました。

ヘルスケア等の事業利益は、全体で前年比205億円増の大幅増益。
ファンクショナルマテリアルズ事業の大幅増益に加え、
CDMOや、医薬用・食品用アミノ酸が増益となりました。
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265

▲145

▲70

FY24
累計実績

販売増減に
よるGP増減

原材料･製造コスト増減

販管費等増減

日本国内売上 111%

数量 96% 単価 115%

海外売上 104 %（現地通貨ベース）

数量 102% 単価 102%

▲75

FY24
累計実績

販売増減に
よるGP増減

原材料･製造コスト増減

販管費等増減

5

Ⅰ-3．＜調味料、栄養・加工食品＞売上分解と事業利益増減要因

事業利益増減要因（日本国内） 事業利益増減要因（海外）※現地通貨ベース

（億円） （億円）

FY25
累計実績

FY25
累計実績

国内・海外別のFY25累計の売上分解と事業利益増減要因（前年比較）

前年度 +70
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前年度 +50

国内:コーヒーに加え、メニュー用調味料、スープ、クッキングソースなどが増収
海外:うま味調味料・風味調味料の安定的な伸びに加え、クッキングソースやメニュー用調味料も増収。

主要国に加えて周辺国も増収

140

こちらは、調味料および栄養・加工食品の合算売上について、国内・海外それぞれを
数量・単価に分解してご説明したものです。

まず左側の国内についてです。
通期の売上は前期比 111％、内訳は数量 96％、単価 115％ となりました。
コーヒーを除くと売上は前期比 105％、内訳は数量 104％、単価 101％ となりまし
た。
国内コーヒー事業では、コーヒー豆価格の高騰を受けて度重なる値上げを実施してき
た影響により数量はマイナスとなりましたが、単価成⾧によりこれをカバーし、売上
は前期比で約120％ と大幅な増収となりました。
また、メニュー用調味料やスープも増収となりました。
店頭での販促強化に加え、「CookDoⓇ」において標準レシピに縛られない新たな調
理提案を行う「これもアリでした!メニュー」キャンペーンを展開しました。
節約志向が高まる環境下においても、家庭料理のバラエティ創出や、新たな利用シー
ンの拡大を通じて、需要拡大を推進しております。
さらに新製品の好調な販売の寄与や、マヨネーズが好調に推移してシェアを拡大
するなど、全体として堅調に推移しました。

次に右側の海外についてです。
通期の売上は前期比 104％、内訳は数量 102％、単価 102％ となりました。
うま味調味料、風味調味料、メニュー用調味料などが主要国を中心に安定的に成⾧し
ています。
また、主要国5か国以外の周辺国においても、ペルーやカンボジアなどで
風味調味料が売上を伸ばすなど、全体の売上成⾧に貢献しました。
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FY30計画FY25FY24FY23

約20%17.7%9.0%11.0%ROE

約17%11.8%6.7%8.7%
ROIC（>資本コスト）

5%~
(FY26-30）3.7%3.7%1.7%オーガニック成⾧率

19%17.1%16.1%15.7%EBITDAマージン

環境負荷
50%削減-▲43%

CO2排出量
(Scope1,2)

▲35%
CO2排出量
(Scope1,2)

環境負荷削減の
取組み

10億人の
健康寿命延伸-9.5億人9.4億人栄養コミットメント

栄養以外の貢献についての指標も
今後検討予定

88%**~78%76%76%
従業員エンゲージ
メントスコア

FY22比、
CAGR 7%~

2,425
（実績 前年比

+23%）

1,972
（実績 前年比

+21%）

1,625
（実績 前年比

+17%）

コーポレート
ブランド価値

経済価値
指標

ASV が
飛躍的・継続的に向上し、
ステークホルダー・

社会にとって
魅力的な企業で

あり続ける

【参考】
EPS 約3倍

（FY22対比）を目指す

（アウトカム）

（アウトカム）

A
S
V
指
標
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無形資産
強化

社会価値
指標

（Forge社買収影響+特殊要因＊除く）
（9.4%）

（9.8%）
（Forge社買収影響除く） （7.8%）

（21.4%）
（17.7%）（Forge社買収影響+特殊要因＊除く）

（11.4%）
（14.7%）

（Forge社買収影響除く） （11.3%）

経営が示す
挑戦的目標

（13.3%）
（11.2%）

Ⅰ-4．2030ロードマップASV指標

**生産性向上の設問を、新設問「意思決定における不必要な承認は最小限に抑えられているか」に変更し、FY30の目標を修正。
*特殊要因:固定資産売却益・減損等(mUSD、Interbrand社公表値）

2030ロードマップにおけるASV指標の進捗となります。

25年度のROEは17.7％、ROICは11.8％と、前年から大きく向上いたしました。
Forge社連結影響と本社土地売却などによる特殊要因を除いた場合の、
ROEは17.7％、ROICは11.2％となっています。

また、EBITDAマージンは、前年の16.1％からさらに向上し、
17.1％となっています。
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EBITDAマージン

調味料
・食品

冷凍
食品

調味料

栄養・加工食品

ソリューション＆
イングリディエンツ

冷凍食品

セグメント ROICオーガニック成⾧率 事業利益（BP）

合計

ヘルス
ケア等

バイオファーマサービス
＆イングリディエンツ

ファンクショナル
マテリアルズ
(電子材料等)

その他

FY25
実績

FY24
実績

FY23
実績

6.6%5.2%25.0%

FY25
実績

FY24
実績

FY23
実績

19.8%19.4%19.2％

FY25
実績

FY24
実績

FY23
実績

3.4%4.1%5.5％

0.4%▲0.9%0.6％ 84
億円

130
億円

139
億円

7.9%9.4%9.8％

3.7%3.7%1.7％ 13.7%7.9%9.1％ 17.1%16.1%15.7％

45.1%25.2%▲39.4％ 26.5%21.5%19.1％

(前年比) (前年比)

8.3%6.8%▲6.8％

FY25
実績

FY24
実績

FY23
実績

20.8%20.9%18.9％

4.7%6.2％

11.8%6.7％8.7％

12.0%2.0%6.8％

WACC 7%

WACC 5%

WACC 8%

WACC 7%
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Ⅰ-4．参考 | セグメント別成⾧の道筋

(BP額)

5.3%

0.1%

除く一時要因

(注) 各報告セグメントに帰属しない全社共通費は、従来、合理的な基準に基づき各報告セグメントに配分しておりましたが、
各報告セグメントの業績をより適切に評価するため、FY25より各報告セグメントに配分しない方法に変更いたしました。
上記はFY23・FY24実績も含め、当該変更を反映しております。各報告セグメントに帰属しない全社共通費は、主に親会社の管理部門にかかる費用です。

各セグメントのASV指標です。
概ね2030年ロードマップに向けて順調な進捗となっております。
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Ⅰ-5．2027年3月期業績予想
2027年3月期業績予想も、売上高・事業利益の増収増益（新記録更新）を見込む。
調味料・食品、冷凍食品、ヘルスケア等のいずれも増収・増益を見込む。

為替前提:USD/円 150.00
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前年差
（①-②）②FY25実績①FY26予想

1,39215,83717,230売上高
6179,3699,986調味料・食品

2032,9033,106冷凍食品

5633,4153,978ヘルスケア等

8149158その他
1581,8111,970事業利益

281,4301,459調味料・食品

3784121冷凍食品

137662800ヘルスケア等
▲96051その他

▲36▲425▲462全社共通費
▲2021,9941,792営業利益
▲2081,9611,752税引前当期利益
▲1461,3461,200親会社帰属当期利益

売上高

17,230億円
事業利益

1,970億円

単位:億円、▲は損サイド

親会社の所有者に帰属する当期利益

1,200億円
対前年実績:108％ 対前年実績:108%
除く為替影響:108% 除く為替影響:108%

対前年実績:89%

2027年3月期の業績予想です。
売上・事業利益ともに前期比108％と、新記録更新を見込んでいます。
調味料・食品、冷凍食品、ヘルスケア等の全てのセグメントにおいて、
増収・増益となる見通しです。
親会社の所有者に帰属する当期利益は1,200億円。
25年度は、本社ビル土地および建物の譲渡益406億円を計上していたことより、
利益が持ち上がっておりますが、それを除くと二桁%の増益となっています。

なお、足元の中東情勢緊迫化による影響は、この業績予想には含めておりません。
今後、調達面やコスト面で影響が生じる可能性がございますが、
機動的な対応を講じることで、こちらに記載しているFY26業績予想への影響を、
最小限に抑制していく考えです。
具体的な対応内容については、次のページでご説明します。

12



Ⅰ-5．中東情勢による影響と対応方針
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2026年2月末以降の中東情勢緊迫化により、「2027年3月期業績予想」に対し、調達面・コスト面で
以下の影響が出る可能性。機動的な対応を講じ、業績への影響を最小限に抑制していく。

中東情勢の影響によるリスクと対応方針

「2027年3月期業績予想」に対する影響可能性:▲300億円規模（事業利益）
<前提＞原油:ドバイ原油110＄/BBL

為替:USD/円 158.00
(期初から期末まで継続すると仮定)

1. 調達面のリスク（⇒以下は対応方針）
原材料:ナフサなどの供給逼迫による包材調達制約の可能性。
⇒調達先の多様化など。

2. コスト面のリスク（⇒以下は対応方針）
原材料:主原料・副原料、食品原料価格上昇による食品事業への影響、ナフサ価格上昇に
よる各種包材コストの上昇。
エネルギー:電気・ガス価格の上昇。
物流:輸送コストの上昇。
⇒広範かつ確実なコストダウンを進めるとともに、市場環境に応じた機動的な価格対応を
行うことで、影響の最小化を図る。

2026年2月末以降の中東情勢の変化により、
先ほどご説明しました「2027年3月期の業績予想」に対し、
調達面・コスト面で一定の影響が生じる可能性があります。

中東情勢による影響を受け、原油価格が1バレル110ドル、為替が1ドル158円程度の
水準で期初から推移することを前提とした場合、
現時点で影響規模は300億円程度となる可能性を想定しております。

まず、調達面のリスクです。
食品事業を中心に、供給の逼迫による包材を含めた調達制約が生じる可能性があります。
これに対し当社では、調達先の多様化などを進め、安定供給の確保を図ってまいります。

次に、コスト面です。
主原料・副原料や食品原料価格の上昇に加え、ナフサ価格の上昇、さらには電力・ガス
などエネルギー価格、物流・輸送コストの上昇が想定されます。
こうした影響に対しては、広範かつ確実なコストダウンを継続的に進めるとともに、
市場環境を踏まえた機動的な価格対応を行うことで、
影響の最小化を図ってまいります。

これらの影響に対しては、四半期ごとに、リスクの顕在化状況と、
それに対する対応の進捗を合わせてご説明してまいります。

13



Ⅰ-6．事業利益増減要因（P&L要素別 2027年3月期 業績予想）
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GP増減

販管費増減 持分法による
損益

売上増・収益構造改善
によるGP増

(億円)

FY26
業績予想

増収効果やGP率の向上によるGP額増を着実に実現し、成⾧に向けた投資も行っていくことで、
持続的な事業利益の成⾧を図る。

海外コンシューマー単価上昇 +約190

成⾧実現に向けた
無形資産への投資

人件費 ▲約150 
マーケティング投資

▲約130
R&D投資 ▲約40
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このスライドは、業績予想の事業利益のウォーターフォールです。

増収効果やGP率の向上によるGP額増を着実に実現し、
成⾧に向けた投資もしっかりと行っていくことで、
持続的な事業利益の成⾧を図ってまいります。
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Ⅰ-6．事業利益増減要因（開示セグメント別 2027年3月期 業績予想）
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＜FY26業績予想 対 FY25実績＞

(億円)

28
37

15

こちらは、業績予想のセグメント別の事業利益の前年実績との差異分析です。

調味料・食品では、海外調味料や国内コーヒーが増収し、
マーケティング費用などの将来に向けた積極的な戦略的費用を吸収して
増益となる計画です。
BtoBの加工用うま味については軟調な市況が継続することを見込み、
概ね前年並みの利益を計画しております。

冷凍食品では、北米におけるアジアンカテゴリー製品を中心とした販売数量増に
よる増収を見込んでおり、全体で大幅増益を計画しております。

ヘルスケア等では、ファンクショナルマテリアルズ事業の好調継続による増益に
加え、バイオファーマサービス＆イングリディエンツにおける大幅増益を見込ん
でおります。



Ⅰ-7．＜調味料、栄養・加工食品＞売上分解と事業利益増減要因

国内・海外別のFY26業績予想の売上分解と事業利益増減要因（前年比較）
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原材料･製造コスト増減

販管費等増減

事業利益増減要因（日本国内） 事業利益増減要因（海外） ※現地通貨ベース

90

▲35

▲50

FY25
累計実績

販売増減に
よるGP増減

原材料･製造コスト増減

販管費等増減

前年度 +5

日本国内売上 106%

数量 103% 単価 103%

（億円） （億円）

海外売上 107 %（現地通貨ベース）

数量 105% 単価 102%

FY26
予想

FY26
予想

中東情勢による影響が生じる際には、値上げなど機動的な対応を実施していく。

前年度 +40

こちらは、調味料および栄養・加工食品合算の売上について、
業績予想における国内・海外それぞれの売上成⾧を数量と単価に分解するとともに、
事業利益の増減要因を示したものです。

日本国内では、売上は前期比 106％ を想定しており、
内訳は数量 103％、単価 103％ の計画です。
海外では、売上は前期比 107％、内訳は数量 105％、単価 102％
を見込んでいます。

中⾧期の成⾧に向けて、マーケティングをはじめとした戦略的な費用を投じつつ、着
実に数量成⾧を図り、売上成⾧につなげていく計画です。
なお、中東情勢による影響が生じる場合には、コスト削減努力に加え、
必要に応じて値上げなど機動的な対応を実施してまいります。
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Ⅰ-8．＜調味料・食品＞調味料・食品事業

＜売上高・事業利益・事業利益率の推移（調味料・食品事業全体）＞

17

(売上高/億円)
(事業利益

/億円)
(事業利益率)

国内・海外のBtoC調味料などが持続的に成⾧し、調味料・食品事業全体で安定的な成⾧の継続を見込む。
ソリューション＆イングリディエンツ（S&I）は、加工用うま味調味料での軟調な市況のトレンド継続を
見込むが、グループ内のBtoC調味料には原料面でポジティブ。

事業利益率

事業
利益

売上高

(計画)

こちらのページは、調味料、栄養・加工食品に加え、
ソリューション＆イングリディエンツ（S&I）を含めた、調味料・食品事業全体の
売上、事業利益、事業利益率の推移を示したものです。

本事業は、国内外の調味料、栄養・加工のBtoC事業と、BtoB事業であるS&I事業で構成
されており、事業全体として中⾧期的に持続的な成⾧の実現を目指しています。
2025年度は、BtoC事業において売上・利益ともに成⾧を確保し、
事業全体の成⾧を牽引しました。

一方、FY26業績予想の前提として、S&Iの加工用うま味は軟調な市況がしばらく
継続する想定としておりますが、中東情勢を踏まえた、今後原燃料コスト上昇の
リスクについては、注視してまいります。

当社グループが製造する加工用うま味調味料の約8割は、グループ内BtoC製品の原料
として使用されており、軟調な市況はBtoCにおいて原料面でポジティブに作用しています。
BtoCとBtoBを一体的にマネジメントし、新技術導入などによる生産性向上を通じて競争
力を高め、事業全体として中⾧期での持続的な成⾧を実現してまいります。

FY26は、こうした事業構造を踏まえ、BtoCの成⾧とBtoBの市況変化をグループ全体で
吸収しながら、引き続きの成⾧を図っていきます。
持続的な成⾧の実現に向けて、マーケティング投資など戦略的費用を積極的に投じてまい
ります。
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Ⅰ-8．＜調味料・食品＞主要国の成⾧
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「うま味調味料」と「風味調味料」の持続的成⾧に加え、近年はメニュー用調味料やクッキング
ソース、栄養・加工食品などの成⾧が加速し、事業全体における存在感が高まっている。
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＜主要国*の売上高・事業利益・事業利益率の推移＞
*タイ、インドネシア、ベトナム、フィリピン、ブラジルの5か国の、
調味料と栄養・加工食品の合算。

事業利益率

売上高
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さて、ここからは、BtoC事業である、海外調味料および栄養・加工食品事業の成⾧
の推移についてご説明いたします。

このページでは、主要国である、タイ・インドネシア・ベトナム・フィリピン・
ブラジルの5か国を対象に、棒グラフで売上高および事業利益を、
折れ線グラフで事業利益率をそれぞれ示しています。

また左側の棒グラフの売上高の内訳は、
下側が「うま味調味料」と「風味調味料」を合わせた売上、
上側が、メニュー用調味料やクッキングソース、栄養・加工食品などの売上高を表し
ています。

こちらのグラフをご覧いただきますと、うま味調味料および風味調味料が安定的に成
⾧していることに加え、特に近年は、それ以外の製品の拡大が進んでおり、
売上成⾧とともに、事業利益および事業利益率の向上にも寄与していることがご確認
いただけると思います。

このように、基盤となる基礎的な調味料の安定成⾧に、他の価値の成⾧が加わる
ことで、主要国の海外BtoC事業全体として持続的な成⾧を実現しています。
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Ⅰ-8．＜調味料・食品＞主要国の成⾧（タイの事例）
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主要国において、うま味調味料や風味調味料で構築してきた基盤をベースに、多様化するニーズ
を深掘りした製品を提供。近年、これらの製品の販売が加速している。

＜主要国タイにおける製品ラインナップの拡充＞

減糖製品
（ゼロシュガー）

風味調味料

メニュー用調味料

減塩・減糖製品など
減塩製品

（風味調味料）

マイルド製品ハラル製品

＜多様化するニーズへの対応を拡大＞

• 健康価値訴求に対応する、
減塩・減糖製品

• スポーツ関連製品 など

• 定番品のプレミアム版

• 更に新たなメニュー領域
の製品なども提供

アミノバイタルⓇ

• 従来の豚肉→チキンを
ベースとしたハラル製品

• ベジタリアン対応品

• 辛味を抑えた製品 など

ベジタリアン対応品
（マッシュルーム味）

（※セグメントでは「ヘルスケア等」に含む）

プレミアム製品 新領域（火鍋）

このように、うま味調味料・風味調味料以外の製品の販売を拡大するとともに、
風味調味料などにおいても多様化するニーズを深掘りした製品を展開しております。

タイにおける商品展開の事例を紹介いたします。
タイでは、風味調味料において、これまで現地の食文化に沿った豚肉ベース製品を
主力としていましたが、近年は、ハラル対応のチキンをベースとした製品や、
ベジタリアン対応製品など、生活者の多様な価値観に対応した製品ラインナップを
拡充しています。

またメニュー用調味料では、日本料理の角煮のようなタイ風煮込み料理
「Palo（パロ）」や、タイ風ひき肉サラダ「Laab（ラープ）」といった、
現地メニューに特化したプレミアム品種の展開も進めているほか、
近年ではスポーツをされる方などの層に向けて、アミノバイタルⓇの展開も積極的に
進めております。

19



Ⅰ-8．＜調味料・食品＞周辺国の成⾧
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主要5か国を除く、周辺国の売上高も中⾧期的に成⾧。
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次に、周辺国についてです。

海外展開国全体のうち、主要国5か国を除く周辺国の売上と事業利益率の推移を
示しており、主要国以外の国についても、売上が力強く成⾧していることが
お分かりいただけると思います。

25年度の周辺国の売上は海外調味料全体の20％を上回る規模となっています。
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Ⅰ-8．＜調味料・食品＞周辺国の展開
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＜味の素グループの「型」の展開＞

現地スタッフ主導の販売網

×現地の食文化や嗜好に根差した製品 製品販売網の確立

味の素ブランドと基盤

ラオス、マレーシア
ペルー、ボリビア、コロンビア、チリ等

製品ラインナップの拡充 更なる地域展開

周辺国から近隣諸国などへの更なる展開多様化するニーズに対応した製品の展開
例:ペルーやマレーシアは既に主要国に

匹敵する規模に成⾧している。

味の素グループの「型」の更なる展開ニーズの深掘り開拓による
製品提供機会の拡大

アセットライトで新たな国・地域へ展開

周辺国では、ペルーやマレーシアが既に主要国に匹敵する規模に成⾧しているなど、
存在感を増し、主要国に続く成⾧ドライバーとして、周辺国の成⾧が進んでいます。

当社グループはこれまで、現地に工場を建設し、現地の食文化や嗜好に根差した
製品を、現地スタッフ主導の販売網を確立することで事業を展開してきました。

現在は、例えばラオスなど、タイと食文化が近い国・地域に対して、
タイで製造している商品を輸出する形で、アセットライトなビジネスモデルを活用し
ながら、新たな国や地域へ事業を展開しております。
また、現地スタッフについても、事業規模の拡大に応じて体制を強化するとともに、
SNSなどを活用した効率的なマーケティング展開を通じて、販売力の強化を図って
おります。

このように、「現地の食文化や嗜好に根差した製品」と「現地主導の販売網」の
確立という、従来からの「味の素グループの海外事業展開の『型』」を進化
させながら周辺国の展開を進め、中⾧期の成⾧に繋げてまいります。
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Ⅰ-9．＜冷凍食品＞ 冷凍食品事業の成⾧
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2022~
COVID後の
冷食需要増

2000~2014頃
国内アセットライト推進

売上高: 1,000億円
事業利益: 20億円±

売上高: 1,000億円
事業利益: 60億円±

売上高: 3,000億円
事業利益: 120億円±

売上高: 2,000億円
事業利益: 80億円±

FY25は、北米における外部環境変化やリコール影響などを背景に冷凍食品事業全体で減益となった。
過去25年間では冷凍食品事業は国内外全体で着実に売上規模を拡大するとともに、ウインザー社
（現:味の素フーズ・ノースアメリカ社）買収やアセットライト推進などを通じ、事業基盤を強化している。

＜冷凍食品事業（国内・海外）の売上高・事業利益の推移*＞

売上

*売上高・事業利益ともに3年間の移動平均により算出。
FY26の計画のみ予想の実数

(売上高/億円)
(事業利益

/億円)

事業
利益

2014年
ウインザー社
買収

2015~2022
国内外アセットライト推進

続いて、冷凍食品事業についてです。

2025年度は、国内・海外合わせた全体で売上は微増、利益は減益となりました。
北米における上期の関税影響や、連邦政府の予算執行停止の影響を受けた、低所得層向け補助
的栄養支援プログラム「SNAP」の停止による食料品の買い控え、さらには4Qにおける寒波の
影響に加え、北米の一部商品におけるリコールなどが影響したものです。

ここでリコールの状況についてご説明いたします。今年2月、北米のチェーンストアで
販売していた当社の特定製品について、ガラス片混入に関するお問い合わせがありました。当
社は直ちに管轄当局であるUSDA、米国農務省へ状況を報告するとともに、原因調査を実施し
ました。その結果、当該製品に使用していた一部原料に検査機で検知できない微細なガラス片
が混入し、出荷に至ったことが判明しました。
これを受け、当社は速やかに対象製品の回収を実施し、関係するすべてのお客様に対して原因
および対応内容について丁寧に説明を行い、ご理解をいただいております。また本件を踏まえ、
異物混入リスクに対する検査工程の見直しおよびチェック体制の強化を実施
するとともに、従来の検査では検知が難しい異物にも対応可能な検査手法の導入を進めて
おります。加えて、品質管理プロセス全体の点検を行い、製造から出荷に至る各工程での管理
精度を高めることで、再発防止の徹底を図っています。

2025年度は、お客様への説明および対応が完了するまでの一定期間、製品が店頭に
並ばない状況がありましたが、現在はすべての製品で出荷を再開しております。
2025年度に本件に関連して生じた費用の大半は「その他の営業費用」に計上しており、2026
年度は、本件リコールによる売上・利益への影響は軽微と想定しております。

当社グループは、過去25年にわたり、国内外で着実に本事業の売上規模を拡大してまいりまし
た。2014年には「ウインザー社」を買収し、北米事業を本格的に拡大しております。その後、
アセットライト推進を通じて事業基盤を強化してまいりました。

2026年度については、国内・海外ともに増収・増益を見込んでいます。
北米では、アジアンカテゴリー市場で北米冷凍食品市場全体を上回る成⾧が見込まれており、
ギョーザを中心とした新製品投入や、AJINOMOTOブランドのさらなる強化を進めることで、
成⾧回帰と事業拡大を図ってまいります。
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Ⅰ-9．＜冷凍食品＞ ブランド価値とWell-beingへの貢献
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ギョーザをはじめとする冷凍食品事業は成⾧事業であると同時に、生活者が最初に味の素グループ
と出会う重要な接点。コーポレートブランドや、Well-beingへの貢献からも重要な位置づけ。

欧米では、味の素ブランドの認知率が
10％程度まで向上。冷凍食品が貢献

＜国内＞ ＜海外＞

出所:当社調べ

日本式の「羽根つき餃子」
を展開

直近では、米国で約600店舗を展開
する最大手のプレミアムリテーラーに、
味の素グループの冷凍食品が採用
されることが決定

レンジ対応ギョーザや、冷凍弁当「あえて、Ⓡ」
など、簡便性や栄養面のニーズに対応

事業成⾧に加え、コーポレートブランドや、Well-beingへの貢献を通じ、更なるグループの成⾧に貢献

冷凍食品は味の素ブランドのFirst Touch Pointと
してブランド価値向上に貢献
Q:味の素ブランド（企業）から連想する商品ブランドは

1位: 2位: 3位:冷凍食品（ギョーザ含む）

0
2
4
6
8

10
12

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

認知率（％）推移 アメリカ フランス

出所:当社調べ

加えて、冷凍食品事業は、コーポレートブランド価値の向上、およびお客様のWell-
beingへの貢献の両面においても、当社グループにとって重要な事業であると位置づけ
ております。

国内では、ギョーザを含む冷凍食品が、生活者の皆様と味の素ブランドの代表的なタッ
チポイントとして機能しております。
定番の製品に加え、電子レンジで簡便に調理できる、レンジ対応ギョーザや、
約60種類のメニューを展開する、栄養バランスに配慮した冷凍弁当「あえて、Ⓡ」な
ども提供し、利便性と健康価値の両立を図っております。

欧米においても、日本式の「羽根つき餃子」を新しい食の提案として展開し、
幅広い食の選択肢を通じてWell-beingに貢献しております。
欧米における味の素ブランドの認知率は約10％と、特定のターゲット層に確実に
届く水準にまで拡大してまいりました。

直近では、米国で約600店舗を展開する最大手のプレミアムリテーラーに、
味の素グループの冷凍食品が採用されることが決定いたしました。

継続的な商品の提案を通じ、日本発の食提案としての価値を評価いただいた結果
であり、今後の展開拡大に向けた足掛かりになると考えています。
本件は、米国市場において、より付加価値の高い展開余地が広がりつつあることを示す
ものであり、今後の取り組みにもつながる動きであると認識しています。
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Ⅰ-9．＜冷凍食品＞ FY30に向けた企業価値向上計画

24Copyright © 2026 Ajinomoto Co., Inc. All rights reserved

調味料、栄養・加工食品の研究を基盤とした「おいしさ設計技術Ⓡ」のイノベーションにより売上拡大
を図るとともに、オペレーショナルエクセレンスの徹底と資本効率改善を両輪に、 FY30までに3%程
度上回るROICの実現を目指し、中⾧期では資本コストを十分に上回るROICを維持していく。

事業戦略の方向性

FY30までに、現状から3%程度上回るROICの実現を目指すとともに、
中⾧期では資本コストを十分に上回るROICを維持する。

* おいしさ設計技術Ⓡ:香り・味・食感など、おいしさの感覚を解析して組み合わせることで圧倒的なおいしさを実現、＋αの顧客価値を創出する技術

①技術リードによる、おいしさ
のイノベーション

②オペレーショナル・エクセレ
ンスの徹底による、生産性向上

調味料・食品事業で磨いた生産の徹底
管理ノウハウを冷凍食品事業に応用

冷凍食品事業におけるオペレーション
の「型」展開による生産効率の底上げ

③ さらなる事業基盤の
強化に向けた取組みの推進

資産効率の改善に向けて、
更なる打ち手を検討していく調味料・食品事業で磨いた

「おいしさ設計技術Ⓡ*」
の応用による商品力強化

こうしたブランド価値と事業基盤の広がりを踏まえ、このページでは、冷凍食品事業の
中⾧期における企業価値向上計画についてご説明いたします。

FY30に向けて、現状を3％程度上回るROICの実現を目指します。
併せて、中⾧期においては、資本コストを十分に上回る水準のROICを
安定的に維持できる事業構造への転換を進めてまいります。

これまで、売上規模の継続的な拡大や北米事業の成⾧、アセットライト化の推進を
通じて、冷凍食品事業の事業基盤を着実に強化してまいりました。
また、本事業は、グループ全体のブランド価値向上にも大きく貢献する事業であると認
識しております。
北米でプレミアムリテーラーへの採用が決定したこともあり、今後も海外を中心とする
事業拡大による成⾧を実現していけると考えております。

こうした現状を踏まえ、今後の事業戦略の方向性は大きく３点です。
一つ目は、技術リードによる「おいしさ」のイノベーションです。
調味料食品事業において培ってきた「おいしさ設計技術Ⓡ」を冷凍食品事業にも
応用して、「おいしさ」をさらに磨き上げ、他社との差別化により、
競争優位を高めてまいります。

二つ目は、オペレーショナル・エクセレンスの徹底による生産性向上です。
国内の冷凍食品事業主体である味の素冷凍食品で培った生産マネジメント手法であるプ
ロセス管理や効率性向上のノウハウを転用し、グループ全体の収益性と資本効率の両立
を図ってまいります。

三つ目は、事業基盤のさらなる強化です。成⾧市場への対応力を高めるとともに、
事業運営の高度化を進め、持続的な成⾧を支える体制を整えてまいります。

これらの取り組みを通じて、FY30までにROICを着実に引き上げ、中⾧期にわたり、資
本コストを上回る価値創出が可能な冷凍食品事業へと進化させていきます。
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Ⅰ-10．＜ファンクショナルマテリアルズ（電子材料等）＞
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FY25は年間を通じたAI、サーバー、ネットワークなど高性能基板向けABFⓇ*の販売好調を背景
に大幅増収・大幅増益となった。引き続き、高付加価値、最先端分野向けABFⓇ製品を中心とする
成⾧を見込む。 *味の素ビルドアップフィルムⓇ。「ABF」は当社の登録商標です。
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＜ファンクショナルマテリアルズ売上高・事業利益率＞

売上高

FY18
事業利益率
30％程度

125%

FY25
事業利益率

50％を上回る

FY26
計画

FY30
見通し

そしてヘルスケア等のセグメントです。
まずファンクショナルマテリアルズ事業です。

FY25は年間を通じて、AIやサーバー/ネットワークなどの高性能基板向けの販売が
好調に推移し、その結果、売上・事業利益ともに大幅な増加となりました。
利益率につきましても、高性能基板向けが伸⾧して高付加価値製品が伸⾧し、
ミックスが良化しています。
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Ⅰ-10．＜ファンクショナルマテリアルズ（電子材料等）＞
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PC用途の半導体パッケージにABF®が採用されて以降、半導体の用途拡大に伴い半導体パッケージ
の高機能化が進んでいる。パッケージ基板は大型化・多層化の進展を続けており、使用される
ABF®も増加。今後もさらなる進化が予想されている。

3層
3層

9層

9層

11層

11層

13層

13層

～100㎜角

～120㎜角

パソコン用途
（ABFⓇ採用当初）

2026 2031以降(予想)~2023

HPC用途先端パッケージ層数サイズ

AI用途先端パッケージ層数サイズ

AI用途先端パッケージ層数サイズ

※ 大きさ・層数は当社推定

～70㎜角

＜半導体パッケージ基板の大型化＞

※ 基板の絵はイメージ

次に、ABFⓇが使用される半導体パッケージの進化についてご説明します。
このページに記載する情報は、外部資料などを参考に当社が推定したものです。1999年にABFⓇが初
めてPC用途で採用されて以降、半導体チップの高機能化の進展により、半導体パッケージ基板は大型化
する傾向にあります。ここでお示ししているようにパッケージ基板の面積と層数が増加すると、ABFⓇ
の使用量は飛躍的に増加します。今後についても、2031年以降は、足元のサイズに比べてさらに基板
の大型化が進むことが予想されており、ABFⓇの需要拡大に繋がっていくと考えています。

さて、ABF事業の戦略について少し詳細の考え方をお話させていただきます。ABF事業は事業開始以来
25年以上にわたり、お客様と共に価値を創り上げていくという関係性を築きながら、現在の
ような高いシェアとともに、持続的な事業価値の拡大を続けてまいりました。この関係性こそが、
ABF事業への参入を狙う多くの企業にとって乗り越えがたい壁になっていると認識しております。
このお客様との価値を共に作っていく関係性が具体化したものの一つが「高速開発システム」です。
「高速開発システム」は、将来ニーズを先読みしながら先手を打って研究開発を進め、お客様からの
ニーズが来た時に高速で仕上げて、提案を行うプロジェクト手法であり、我々はこれを直接の
お客様からエンドユーザー様まで含めたお客様皆様と、強く、そして深く協働することで築き上げてき
ました。

協働して開発を進める際には、お客様ごとに、性能はもちろん、製品価格も含めた総合的な
提案を実施しております。性能レベルの向上だけではなく、向上のためにかけるコストと単価に
ついても同時にすり合わせていきながら個別に開発しております。つまり、「高速開発システム」にお
いて、性能と価格は互いに密接不可分なのです。
ゆえに、ABF事業における持続的な単価の向上は、製品の性能向上に伴って、高単価の製品が構成比の
大きな部分を占めるようになったことによって実現されてまいりました。その結果として、ABF事業を
中心とするファンクショナルマテリアルズの収益性は10年ほど前の30％程度から、
現在は50％を上回るまでに向上し、持続的な事業価値成⾧を継続することができております。
なお、原燃料コストの上昇時には、お客様方皆様に対し丁寧に状況を説明してご理解をいただき、適切
な価格転嫁を実施してまいる方針です。

これからも、直接のお客様である半導体パッケージ基板メーカー様や、その先のエンドユーザー様との
協働を通じて、「高速開発システム」を維持し、さらなる持続的な価値創造にチャレンジしていくこと
が、半導体産業全体の付加価値向上につながり、ひいては株主価値の持続的な拡大に
つながっていくものと確信しております。
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Ⅰ-10．＜ファンクショナルマテリアルズ（電子材料等）＞
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味の素ファインテクノ(AFT)社 新工場用地を取得予定*
2030年に向けた増産投資（2023年以降、総額250億円）とは別枠で、2030年以降の需要拡大を
見据えた新たな拡大投資を実施する。群馬・川崎（本社）に次ぐ第3拠点として、2032年度の稼働
を目指す。

◆ ワニス工場
● コーティング
★ 物流拠点

台湾

群馬工場

川崎（本社）工場

工場建設予定地（岐阜県可児市）

新工場向け用地
（予定）

* 詳細は、2026年5月7日発表プレスリリース
「味の素㈱、味の素ファインテクノ㈱が新工場用地を取得」をご参照ください。

◆
●
●
●

★
★
★★◆

◆

★

本日、川崎工場、群馬工場に次ぐ第3の拠点として、
岐阜県に新工場用地を取得する計画を、発表しました。
本投資は2030年以降の需要拡大を見据えたものであり、
2032年度の稼働開始を目指しております。

昨年、2025年には群馬工場で新たな製造設備も稼働開始しており、
6月30日にはオンライン形式での、バーチャル工場見学会およびABF事業説明会を開催
する予定です。
ファンクショナルマテリアルズ事業の今後の可能性につきまして、
ご理解を深めていただく良い機会になればと願っております。
ご都合よろしければ、是非ご参加いただけますよう、お願いいたします。
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FY30に向けて、低分子の持続的な成⾧に加え、当社独自技術にもとづく高付加価値領域を中心と
した成⾧を見込む。核酸医薬「AJIPHASEⓇ」などの中分子に加え、遺伝子治療や「AJICAPⓇ」
の拡大を通じ、飛躍的な成⾧を実現する。
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Ⅰ-11．＜バイオファーマサービス＆イングリディエンツ＞
バイオファーマサービス(CDMO)【全体】

低分子

中分子

バイオ+遺伝子治療等

FY19実績

＜モダリティ別売上高構成比＞

FY30見込FY25実績

次に、バイオファーマサービス＆イングリディエンツ事業についてです。
このページでは、モダリティごとの売上の推移を示しております。

2030年に向けて、低分子を持続的に成⾧させるとともに、
中分子/核酸医薬「AJIPHASE®」やForge社の遺伝子治療、
「AJICAP®」等の拡大による、飛躍的な成⾧を目指しております。
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Ⅰ-11．＜バイオファーマサービス＆イングリディエンツ＞
バイオファーマサービス(CDMO)【全体】

FY26も、低分子、「AJIPHASEⓇ」「AJICAPⓇ」等の独自技術、Forge社それぞれの売上
拡大による、大幅な増益を計画。
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日本

通期で増収・増益
予定通り、4Qに「AJIPHASEⓇ」が増収

北米(Forge社)

通期で増収・増益。顧客数が順調に拡大。
通期売上高は前期比約1.5倍

欧州

通期で増収・増益
主力の低分子の好調が継続

FY25レビュー FY26計画

日本

「AJIPHASEⓇ」に加え、
「AJICAPⓇ」等の独自技術の貢献を見込む

北米(Forge社)

FY26は、EBITDAベースでの、
黒字化を計画

欧州

低分子の安定的な拡大に加え、
独自技術の中分子「AJIPHASEⓇ」も

貢献すると見込む

バイオファーマサービス(CDMO)のエリア別の状況です。

まず25年度については、欧州では主力の低分子を中心に増収・増益となりました。日本
では、予定通り4Qに核酸医薬の原薬を出荷し、通期で増収・増益となりました。北米
（Forge社）では、25年度は受注が好調に推移。
売上は前年から約1.5倍と大きく拡大するなど、中⾧期の成⾧に向けて
順調に事業が進捗しています。

次に、FY26の計画については、欧州・日本・北米（Forge社）の全ての地域で
増収を見込み、全体で大幅な増益を見込んでおります。

地域別では、欧州は主力の低分子に加えて独自技術の中分子「AJIPHASEⓇ」も
貢献、日本では「AJIPHASE®」に加え、「AJICAP®」なども貢献する見込みです。
また、北米（Forge社）は、売上成⾧に加え、
EBITDAマージンでの黒字化を見込んでいます。

なお、26年度の売上を四半期ごとに25年度と比較すると、3Q、2Q、1Qの順で
増収幅が大きくなる見通しです。
一方、4Qは25年度に核酸医薬の原薬出荷による売上が大きく計上された反動により、
前年同期比では減収となる見込みです。
利益についても同様の傾向となりますが、通期では大幅な増益を計画しています。
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Forge社では、生産性の向上や対応領域の拡大などの成果が具体化している。既存の技術力を
ベースに、更なる技術進化を行って競争力を強化し、FY30に向けた成⾧に繋げていく。
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Ⅰ-11．＜バイオファーマサービス＆イングリディエンツ＞
バイオファーマサービス(CDMO)【Forge社】

生産性の向上 対応領域の拡大

味の素社と協働し、培地用サプリメントを開発。
ウイルスベクター*の生産性が最大で約2倍**に向上。

味の素株式会社プレスリリース（2025年11月14日）:
味の素㈱、Forge Biologics社との協働により遺伝子治療の生産性を向上
させる培地用サプリメント開発

従来方法を高度化させた遺伝子治療の方法（新しい治療方法）を実
現する技術を実装し、対応領域を拡大。

Forge社プレスリリース（2026年3月3日）:
The Progeria Research Foundation and Forge Biologics Announce Manufacturing 
Partnership to Advance Gene Therapy for Children with Progeria - Forge Biologics

×
＜プロジェリア研究財団と、プロジェリアの遺伝子治療開発で製造提携＞

＜従来の治療方法＞

遺伝子の修復を実現し、異常タンパク
質を抑制かつ正常なタンパク質を産生
する

正常なタンパク質が産生できない
→正常タンパク質を産生する遺伝子
を導入

＜新しい治療方法＞

*必要なタンパクをつくるよう設計・製造された遺伝子を体内の
標的細胞に導入する際の運び屋のこと。
**従来の生産性を1.0としてサプリ添加時の生産性を計算。
当社培養条件による結果。

× × ×

このページでは、Forge社の取組みの進捗についてご説明します。

Forge社では、新たな技術の進化により、既存の遺伝子治療における生産性の向上
を図るとともに、新たな治療アプローチへの対応を通じて、遺伝子治療の対応領域
を拡大する取り組みを着実に進めています。
生産性向上に向けては、味の素社の研究所と連携し、遺伝子治療の中核をなす
ウイルスベクターの生産性を高める「培地用サプリメント」を新たに開発しました。
Forge社のお客様からは、従来からForge社は他社と比べても生産性が高い
評価をいただいています。
今回の取り組みにより、強みである生産性を一層向上することができており、引き
続き高い評価を得ています。

加えて、Forge社では、新たな治療方法への対応を進めることで、遺伝子治療にお
いて対応可能な領域を拡大しています。
高い生産性に加え、技術対応力を強みに、より多くのお客様に選択いただく
ことでパイプラインを拡充します。

2026年3月には、プロジェリア研究財団と、早老症であるプロジェリアの
遺伝子治療薬における製造提携を行いました。本件は、新たな治療方法への
対応に関する具体的な取組みの１つであるとともに、希少疾患領域において、遺伝
子治療という先端医療の社会実装を前進させる、社会的意義の高い
取り組みと位置づけています。

これらの取組みを通じてForge社の事業を拡大し、26年度EBITDA黒字と
ともに、中⾧期での売上・利益の成⾧につなげてまいります。
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FY26も「AJICAPⓇ」の増収を見込む。CRO*との協業によりADC開発の技術選定段階からの採用機会を拡大
する。併せて、CMO**との提携を通じてAJICAPⓇに精通した製造委託先を顧客に紹介し、製造開発の迅速化
を図る。これらの取組みにより、適用案件数と実績を積み上げ、契約サービスの拡大に繋げる。

Ⅰ-11．＜バイオファーマサービス＆イングリディエンツ＞
バイオファーマサービス(CDMO)【AJICAPⓇ】

サンプル提供 製造

CRO CMO
開発品および上市品の
生産・量産

• 顧客接点拡げ、
• 潜在顧客を増やすと共に、
• ライセンスへ確度高める

• 製造の迅速化、
• 今後増える多くの顧客の

製造に応え得る製造環境
整備 など
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製薬会社

ライセンス契約

技術選定、実験設計を主導

*CRO（Contract Research Organization）
:医薬品開発支援会社

**CMO（Contract Manufacturing Organization)
:医薬品製造業務受託機関

• 2026年3月:NJ Bio社（CRO、CMO）
• 2026年4月:Piramal Pharma

Solutions社（CMO）

ADC開発支援向け
戦略的協業を開始

AJICAPⓇの採用/ライセンス契約・製造までのフロー

CROとの協業により、 CMOとの協業により、

次に、当社グループのアミノサイエンス®を基盤とした独自技術の一つである、抗
体薬物複合体（ADC）技術「AJICAP®」の進捗についてご説明します。

25年度は、新たに複数社とのライセンス契約を締結するなど、
事業は着実に進展しています。
現在、中⾧期的な売上拡大に向けた取り組みを強化しています。
具体的には、ADC開発において重要な役割を果たすCROやCMOとの
戦略的協業を開始しました。
CROは、製薬会社から委託を受け、開発初期段階において技術選定や実験設計を行
うパートナーです。CROとの協業を通じて、AJICAP®が開発初期から
採用される機会の拡大を図ってまいります。

また、CMOは医薬品の製造を受託する会社であり、開発品や上市品の製造において
重要な役割を担います。CMOとの協業により、製薬会社がAJICAP®を
用いた医薬品の開発の迅速化、そして今後より多くの医薬品の製造に応え得る
製造環境を整える狙いです。
26年度は、これらの取り組みを確実に成果につなげ、二桁億円を超える規模の事業
へと引き上げていく計画です。
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Ⅰ-12．2030ロードマップ ASV指標
2030 ASV指標への達成に向けて、FY26予想の着実な達成を目指す

FY30計画FY26
業績予想FY25FY24FY23

約20%約15%17.7%9.0%11.0%ROE

約17%約11%11.8%6.7%8.7%
ROIC（>資本コスト）

5%~
(FY26-30）約9%3.7%3.7%1.7%オーガニック成⾧率

19%約17%17.1%16.1%15.7%EBITDAマージン

環境負荷
50%削減--▲43%

CO2排出量
(Scope1,2)

▲35%
CO2排出量
(Scope1,2)

環境負荷削減の
取組み

10億人の
健康寿命延伸--9.5億人9.4億人栄養コミットメント

栄養以外の貢献についての指標も
今後検討予定

88%**~84%**78%76%76%
従業員エンゲージ
メントスコア

FY22比、
CAGR 7%~-2,425

（実績 前年比
+23%）

1,972
（実績 前年比

+21%）

1,625
（実績 前年比

+17%）

コーポレート
ブランド価値

経済価値
指標

無形資産
強化

社会価値
指標

ASV が
飛躍的・継続的に向上し、
ステークホルダー・

社会にとって
魅力的な企業で

あり続ける

経営が示す挑戦的目標

【参考】
EPS 約3倍

（FY22対比）を目指す

（アウトカム）

（アウトカム）

A
S
V
指
標

（Forge社買収影響+特殊要因*除く）

（Forge社買収影響+特殊要因*除く）

（11.4%）

（9.4%）

（14.7%）

（9.8%）

（Forge社買収影響除く） （11.3%）

（Forge社買収影響除く） （7.8%）

（約18%）

（約12%）
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（17.7%）
（21.4%）

（11.2%）
（13.3%）

*特殊要因:固定資産売却益・減損等
**生産性向上の設問を、新設問「意思決定における不必要な承認は最小限に抑えられているか」に変更し、FY26を設定。FY30の目標を修正。

(mUSD、Interbrand社公表値）

2030ロードマップにおけるASV指標のFY26業績予想を記載しております。

FY26のROEとROICはそれぞれ約15％と約11％となっております。

また、FY26のオーガニック成⾧率は約9％とFY26から30までの計画５％を大幅
に上回る成⾧率を見込んでおります。
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Ⅰ-12．参考 | セグメント別成⾧の道筋

33
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調味料
・食品

冷凍
食品

調味料

栄養・加工食品

ソリューション＆
イングリディエンツ

冷凍食品

セグメント ROICオーガニック成⾧率 事業利益（BP）

合計

ヘルス
ケア等

バイオファーマサービス
＆イングリディエンツ

ファンクショナル
マテリアルズ
(電子材料等)

その他

FY26
業績予想

FY25
実績

FY24
実績

2.0%6.6%5.2%

FY26
業績予想

FY25
実績

FY24
実績

約19%20.8％20.9％

FY26
業績予想

FY25
実績

FY24
実積

約19%19.8％19.4％

FY26
業績予想

FY25
実績

FY24
実績

約7%3.4%4.1%

約7%0.4%▲0.9% 121
億円

84
億円

130
億円

4.7％ 約8%7.9％9.4％

約9%3.7%3.7% 8.7%13.7%7.9% 約11％11.8％6.7％ 約17%17.1％16.1％

20.8%45.1%25.2% 約27%26.5％21.5％約14％12.0％2.0％

WACC 7％⇒8%

WACC 5%

WACC 8%

WACC 7%

(前年比) (前年比)

約16％8.3%6.8%

(BP額)

EBITDAマージン

(注) 各報告セグメントに帰属しない全社共通費は、従来、合理的な基準に基づき各報告セグメントに配分しておりましたが、
各報告セグメントの業績をより適切に評価するため、FY25より各報告セグメントに配分しない方法に変更いたしました。
上記は、FY24実績も含め、当該変更を反映しております。
各報告セグメントに帰属しない全社共通費は、主に親会社の管理部門にかかる費用です。

5.3%
約5%

0.1%
除く一時要因

こちらは、各セグメントのASV指標における、FY26業績予想です。
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Ⅰ-13．資産・負債

*ネット有利子負債:有利子負債－現預金×75%

引き続き、オーガニック成⾧と資本効率に資する適切な財務レバレッジを実現。EBITDAを
伸⾧させつつ、ネット有利子負債*のレバレッジを2倍を上限にコントロールする。
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総資産 ネット有利子負債/EBITDA倍率

資産と負債についてです。
引き続き、オーガニック成⾧と資本効率に資する適切な財務レバレッジを実
現してまいります。
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Ⅰ-14．キャッシュ創出

＜営業キャッシュフロー＞（億円）

FY25の営業キャッシュフローは、前年に続き、新記録を更新。
FY26以降も、事業成⾧と運転資本の改善で、キャッシュ創出力を向上していく。

2,393
約2,300～
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2,098

FY25の営業キャッシュフローは、予想の2,200億円を上回る2,393億円となり、新
記録を更新しました。

FY25は、税引前当期利益が約880億円の増益。
法人税の支払い額が増加も、営業キャッシュフロー全体では、
前年の2,098億円からの増加となりました。

中⾧期で、さらなるEBITDAの増加を実現するとともに運転資本を改善し、
営業キャッシュフローの持続的な成⾧を実現してまいります。
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有形資産への投資 無形資産への投資

重点事業への
成⾧投資は
機敏に行う

無形投資比率（右軸）

（億円）

Ⅰ-15．戦略投資
FY26は、約1,300億円の設備投資を計画。中⾧期の成⾧に向け、無形資産への投資も引き続き、
積極的に実施していく。
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40%

60%

25年度も、成⾧に向けた設備投資を実施し、総額は約1,030億円となりました。

26年度は、約1,300億円の設備投資を予定しています。
中⾧期の成⾧に向けた、無形資産への投資も引き続き、
積極的に実施してまいります。
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EPS・ノーマライズドEPS*（¥）ROIC（%）

Ⅰ-16．重要経営指標推移

EPS

ノーマライズドEPS

* (事業利益×(1-味の素標準税率27%))÷発行済み株式数

Forge社買収影響除く

約18

約12

Forge社買収影響除く

約15

約11

約11
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中期ASV経営2030ロードマップの重要経営指標です。

ROE、ROICは、2025年度に本社ビル土地および建物の譲渡に伴う譲渡益を計上
した影響がありました。

事業利益ベースのノーマライズドEPSについても、25年度もしっかり成⾧
させております。
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Ⅰ-17．成⾧投資と株主還元（中期ASV経営の考え方）

FY23-30で設備投資

7,500億円

程度を見込む

大

WACC

オーガニック成⾧投資
FY26予想 設備投資 1,295億円

M&A等

自己株式取得
25年11月6日発表 800億円*

借入返済

現預金保有
小

資源の配分

リ
タ
ー
ン

FY26末に

900億円

程度を見込む

事業の成⾧を前提にキャッシュフローの創出力を強化。将来への必要な投資を行いながら、
株主還元を充実させ、企業価値を高める。

FY26予想 営業キャッシュフロー

約2,300億円

FY23-30でM&A等

3,000億円

程度の枠を設定

2030ロードマップでの
配分目安
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* うち、FY25に約8百万株/約300億円を取得

こちらはキャピタルアロケーションについてです。
当社は持続的な事業成⾧でキャッシュの創出力を高めながら、ロードマップに
沿って、資本効率を重視した資源配分を推進しております。

26年度の営業キャッシュフローは約2,300億円を見込んでおります。
オーガニック成⾧に向けた成⾧投資などに重点をおきながら、株主還元も
積極的に実施し、企業価値の向上に努めてまいります。
また、ロードマップで掲げた、「2022年対比で2030年のEPS3倍」の達成にも
こだわり、着実に取り組んでまいります。
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Ⅰ-18．成⾧投資と株主還元
FY26も、累進配当方針にもとづき、増配予定。自己株式取得は、25年11月6日発表の800億円
（上限）の買付けを実行中。今後も資本効率向上に向け、株主還元の拡充を図っていく。

■配当（FY16-FY26予想）
累進配当政策を導入
ノーマライズドEPSに基づく配当*
3か年の総還元性向:50％～を目途

■株主還元（中期ASV経営の考え方）

FY26（予想）

50円/年（増配予定）
対FY25 +2円

*ノーマライズドEPS＝ (事業利益×(1-味の素標準税率27%))
÷発行済み株式数×標準還元係数35%

配当性向(ノーマライズ)
FY23より
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配当

自己株式取得

１）2025年5月8日発表(取得終了）
1,000億円、約27.9百万株

• 発行済株式総数（自己株式除く）に対する割合:2.77%

FY25（実績）

48円/年（増配予定）
対FY24 +8円

配当

２）2025年11月6日発表
800億円、30百万株（上限）

• 取得期間:2025年12月1日~2026年11月30日まで
• 発行済株式総数（自己株式除く）に対する割合:3.09%

自己株式取得 上記、２）の買付けを実行中

予想

次に株主還元についてです。

当社は、減配せず、事業利益の成⾧とともに増配、または維持する
「累進配当政策」を導入しております。
25年度の配当は、24年度から8円の増配となる一株当たり48円。
26年度の配当は、25年度から2円の増配となる、一株当たり50円を計画して
おります。

自己株式取得につきましては、現在25年11月6日に発表しました800億円を
上限とする買い入れの実施中です。
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Ⅰ 2026年3月期決算概要と2027年3月期業績予想

Ⅱ  企業価値向上に向けた取組み
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Ⅱ-1．中村体制 FY25の進捗（1年の振り返り）
この1年は、クロスSWOTで抽出した「中⾧期の具体的戦略が少ないことが課題」を起点に、
全社経営課題とアクションの方向性の議論を重ね、中⾧期の戦略構想と論点を整理してきた。

【課題2】
弱みを克服、機会を掴む
✓経営資源効率化
（ヒト・モノ・カネ・情報＋時間）

✓人財多様化推進
✓挑戦文化醸成

【課題1】
強みを活かし
しっかり伸ばす
✓主力事業拡大

【課題4】
経営基盤の強化を図る
✓ポートフォリオ
マネジメント進化
✓SCM強靭化、
ガバナンス強化

【課題3】
強みを活かし
脅威へ備える
✓未来ニーズ
起点の新市場・
製品創出

Strength（S） Weakness（W）

O
pp
or
tu
ni
ty
（
O
）

Th
re
at
（
T）

SWOT分析と課題感 課題に対するテーマ

◇テーマ１:中⾧期の事業戦略/構想と環境整備
⇒ 「4つの重点成⾧領域」の成⾧加速・未来ニーズの対応と
それを支える仕組みの整備

◇テーマ2:経営戦略としてのコーポレートブランド強化
⇒事業でブランド価値を高め、更に事業を成⾧させる

◇テーマ3:グローバル経営でのGHQ/ローカルの在り
方・ガバナンス強化
⇒成⾧を支える組織・ガバナンスの強化

◇テーマ4:データドリブン経営とナレッジマネジメント
⇒AI活用を前提とした業務プロセス再設計

このページからは、中⾧期の企業価値向上に向けた取組みについて、
ご説明いたします。

まずは、25年度の振り返りです。
昨年の就任後、ページの左側にありますクロスSWOT分析を通じて、「中⾧期の具体
的戦略が少ないこと」を全社課題として認識し、これを起点に、この1年では全社の
経営課題やアクションの方向性について議論を重ねてまいりました。

その結果、中⾧期に向けた戦略構想と論点の整理が進み、全社として、
どのような体制で、どこが責任を持って実行していくかといった点も含め、
今後の具体的なアクションの方向性を描ける段階まで進められたと、
手ごたえを感じています。
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Ⅱ-2．現状の課題認識

42Copyright © 2026 Ajinomoto Co., Inc. All rights reserved

FY25の1年で、アクションプランの構想は一定の整理が進んだ。一方で、この戦略構想を
進める上での今後の課題は、仕組みの定着と成果創出、人・組織による成果創出力の底上げ。

現状と課題

⇒仕組みの定着と成果創出、人・組織による、
成果創出力の底上げが次の課題

ASV経営の実行力は高まっているか ? 
高速開発システムは実装が進んだか?
社員・組織の主体的な挑戦を支援する仕組みは

できたか?

事業・地域間における実行力・変革スピードに
ばらつきがないか?

「すべて挑戦」は浸透したか?「高速」with「ちゃんと」

Purpose

Ajinomoto 
Group

Creating 
Shared Value

Ajinomoto 
Group Way

ASV

志

AGW

Corporate slogan
Eat Well, Live Well.

Our Philosophy

一方で、事業・地域間において、実行力や変革スピードにばらつきがあることも、改
めて認識しています。
今後は、この1年で構想してきたアクションプランの実効性をさらに高めるため、経
営として、全社で戦略を回しきる実行力と、それを具体化する人の力、
組織の力を一段引き上げていくことが重要であると考えています。
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Ⅱ-3．FY26 7つの全社戦略と実行に向けて
FY26は、FY25で議論した戦略構想を、7つの全社戦略に落とし込み経営として戦略を回しきる。
そして人財と組織の力を底上げし、この戦略を推進する1年とする。

人財 ・ 組織 ・ 企業文化
事業戦略 機能戦略

全社戦略

７） コーポレートガバナンス、
コンプライアンスの強化

１）中⾧期成⾧戦略

２）ポートフォリオ戦略

３）財務・資本戦略

４）組織の実行力のスピードアップ
×スケールアップ

５）サステナビリティ戦略

６）ステークホルダー・エンゲージメント

Our Philosophy

Management Slogan
「ちゃんと考えて、ちゃんと実行する!」

＜７つの全社戦略＞

こうした現状認識を踏まえ、2026年度は、これまで議論した戦略構想を、
全社戦略に落とし込み、それを回しきる1年と位置付けています。

本日はこの７つの戦略のうち、
１つ目の、中⾧期成⾧戦略、
４つ目の、組織の実行力のスピードアップ、スケールアップ、
７つ目の、コーポレートガバナンス、コンプライアンスの強化
について、取組みの進捗をご説明させていただきます。
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Ⅱ-4．FY26に向けた展開
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新たに「全社成⾧戦略会議」を設立し、全社の成⾧戦略の大きな方向性を議論・提示していく。

全社成⾧戦略会議（新設）
メンバー:CEO、CHRO、CXO、財務担当、
食品事業本部⾧、バイオ＆ファインケミカル事業本部⾧

2026年5月から毎月開催

１）中⾧期成⾧戦略

ロードマップの進捗を受けて、全社の重要課題の抽出。改善を行いながら、
成⾧戦略プランを創り、Post2030に繋がる大きな方向性を示す。

まず1つ目に、「中⾧期の成⾧戦略」についてです。

2026年度は「全社成⾧戦略会議」という新たな会議体を設け、
全社の成⾧戦略の大きな方向性について議論を深めてまいります。

社内の取組みについてにはなりますが、今年度も役員研修などの場で
Post 2030を含む、中⾧期の大きな方向性についての議論を深めるとともに、ロー
ドマップにおける目標や進捗、取組みなどを全社で議論していくことで、全社戦略
の磨きこみをおこなってまいります。
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Ⅱ-5．イノベーション創出の加速
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「INNOSEED by AJINOMOTO*」として新たな取組みを開始。
社内外の知と資源を融合し、技術起点でも早期事業化までやり切る

② 社外パートナーとの連携強化① TRY&A-CROSS*（新規×既存）

③ 技術起点のアイデアの事業化促進 ④ スピンアウト・カーブアウトの活用

新規事業創出に向けては、新たな仕組みを構築。FY26は「事業を生み出す」段階へと進める。
事業化までやり切る挑戦に経営資源を集中し、イノベーション創出のスピードを加速する。

*「INNOVATION｣×｢SEED｣=「INNOSEED」
新規事業の土壌として、挑戦の種を事業へと育て、世の中に価値を届けます

*組織横断プロジェクトに手挙げで参画する仕組み

「Amazon Mechanism」イノベーション量産の方程式（谷敏行著）を一部引用

１）中⾧期成⾧戦略

新規事業の創出に向けては個別の挑戦を増やすのではなく、事業化にこだわり、将来
の成⾧事業につながる挑戦に、経営として選択と集中を行うことで、
質と、イノベーション創出のスピードの両立を図ってまいります。

これまでも新規事業を開発するための仕組みは存在していましたが、今年度は、新規
事業創出のための社内アクセラレータープログラムとして
「INNOSEED by AJINOMOTO」を立ち上げました。
グループ内に存在する、まだ事業化されていないアイデアや技術の芽を発掘し、事業
として育成していきます。

単なるアイデア創出にとどまらず、事業性の見極めと判断を迅速に行い、
成⾧が見込めるテーマについては、事業化までやり切ることを前提に取り組んでまい
ります。
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Ⅱ-6．人財・組織基盤の進化による全社戦略の実行力の底上げ
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FY26における実行力強化の前提として、人財・組織・ガバナンスを含む経営体制を見直す。
副社⾧をCHROに任命し、人財資産・組織資産強化の責任者として、全社戦略の達成とグループの
持続的な競争力向上に向けた取組みを推進、グローバルで戦略を回しきる組織体制へと進化させる。

コーポレート機能・人事制度の見直し

実効性の高いグループ・グローバル経営へ進化するため、
実行力向上や挑戦を支援する仕組みへ

中⾧期の成⾧を見据えた
人財戦略の進化CHROの設置

コーポレート各部署の
担当執行役が責任を持ち
リードする体制に進化

コーポレート
本部の廃止

挑戦と成果を適切に評価する
報酬制度に進化人事制度改定

実施した施策 目的

グローバル体制の進化

グローバルでの戦略的な方向性を明確に定め、
そのもとで、各地域・事業が自律的に事業拡大
を担う体制へと進化させる

出所:名和高司 京都先端科学大学教授・一橋ビジネススクール客員教授 セミナー資料

４）組織の実行力のスピードアップ×スケールアップ

DACO:Decentralized, Autonomous, Connected Organization（創発型組織）

次に、「組織の実行力のスピードアップ×スケールアップ」についてです。
今年度は全社戦略の実行力の底上げに向けて、人財・組織・ガバナンスを含む
経営体制の変革にも取り組んでまいります。

本日の説明会にも出席している副社⾧の下保をCHROに任命し、中⾧期の成⾧や、
ありたい姿の方向性を見据えながら、人財戦略を進化させてまいります。

また、グローバル体制については世界の各拠点・各事業で強い法人の自律分散型に、
本社の中央集権型をバランスさせる「DACO」型ネットワークに組織を
進化させます。
グローバルでの戦略的な方向性を明確に定めたうえで、各地域・事業が自律的に事
業拡大を担う体制へと進化させることで、全社戦略の実行力の底上げを図ってまい
ります。
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Ⅱ-7．コーポレートガバナンス、コンプライアンスの強化
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グループ・コンプライアンス委員会（GCC）に加え、下部組織として地域コンプライアンス委員会
（RCC）を新設。本社主導→地域の実情を踏まえたリスク把握・対応を可能とする体制に進化させ、
水準を維持・高度化しながら、意思決定スピードと実行力を高める。

7）コーポレートガバナンス、コンプライアンスの強化

ガバナンス・コンプライアンスの強化

経営会議

GCC

RCC

関係会社

指揮命令

指揮命令 報告

報告

報告下部機構

新設

再編

情報集約
管理

教育・
AGP*浸透

*味の素グループポリシー（Ajinomoto Group Policies）のことで、
グローバルで共通して遵守すべき考え方・行動原則を体系化したもの

「コーポレートガバナンス、コンプライアンスの強化」については、
グループコンプライアンス委員会の下部組織として、
新たに地域コンプライアンス委員会を設立しました。

グローバルで事業が拡大する中、法規制や慣行、リスクなど、地域ごとの実情を踏
まえたリスク把握と初動を行い、グループ・コンプライアンス委員会の
方針を各地域で実装していく体制へと進化させます。

この体制により、グローバルでのガバナンス水準を維持・高度化しつつ、
各地域本部が、事業判断に資するリスク評価や初動対応を担い、
そして本社は統制と全社判断に集中することで意思決定を迅速化し、
グローバル事業を均質なスピードと品質で実行できる体制を構築してまいります。
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Ⅱ-8．従業員との対話
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*2025年度末時点、オンライン含む

グローバルの従業員、延べ4,500名*以上と対話。グループ各所の現場・現実を理解するとともに、主体的
に挑戦する志を共有し、質問や意見を通じて経営の精度向上を図る。

このページの写真は、この1年間で私がグローバルの従業員と対話をしてきた
様子をおさめたものです。

従業員と直接会い、現場を理解することを重視しており、着任後、
味の素グローバルの従業員、延べ4,500名以上との対話を重ねてまいりました。

私自身の挑戦や失敗の経験を伝えるとともに、いま味の素グループの目指す姿を直接
伝えることができたと考えています。
従業員からは、当初想定していた以上に活発な質問や率直な意見をもらい、
現場の理解が深まったとともに、事業や部署ごとの違いなどについても
認識を深めることができたと感じています。
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Ⅱ-9．2030ロードマップをローリングしながら常に進化させる
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FY26は、2030RMの進捗を受け、全社成⾧戦略会議などで全社の重要課題の抽出・改善を
行いながら、全社の成⾧戦略プランを創り、そしてPost 2030RMにも反映させていく。

FY25 FY26 FY27 FY28 FY29 FY30 FY31~

60日プラン、AGES*’25

経営課題抽出
改善アクション

2030RM

機動的に修正しながら
中期ASV経営を進化させ続ける

2030ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ
着実な達成

Post2030
軌道修正しながら

中期ASV経営を進化させ続ける
AGES’26

中⾧期の構想や
全社戦略にも

反映

短期アクションや
2030ロードマップ

の達成にも寄与

（前倒しに挑戦）

経営課題抽出
改善アクション

全社成⾧
戦略会議

取締役会
中⾧期の構想や

成⾧戦略の
方向性を提示

方向性の妥当性・
合理性の客観的検証

RM進捗を受けて全社重要課題
を抽出・改善しながら、

成⾧戦略を創る
実行体制を決めて、

RMに反映させていく

*AGES: Ajinomoto Group Executive Seminar 対象役員:執行役、執行理事、理事全員

2026年度は、全社成⾧戦略会議などを通じて中⾧期の成⾧に向けた議論を
さらに深め、全社の成⾧戦略を機動的に修正しながら、組織の実行力の
底上げを進めてまいります。

ASV経営を進化させ、2030年ロードマップの着実な達成を目指すとともに、
役員会議などでの議論を通じて、2030ロードマップとPost2030を
連動させながら、中⾧期の成⾧に向けた新事業の創出にも挑戦してまいります。
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CEOメッセージ

• 様々な外部環境の変化を的確に捉えて機敏に対応し、FY26の業績予想を
着実に達成していく。

• 「2030ロードマップ」については、前倒しでの達成に、引き続き挑戦する。
「高速」with「ちゃんと」を徹底し、食品、バイオ＆ファインケミカルそれぞれの
事業成⾧を、一段と加速させていく。

• 構想力と実行力を高め、中⾧期の成⾧に向けたイノベーション創出を加速する。
「ちゃんと考え、ちゃんと実行する!」
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最後に私からのメッセージです。

・様々な外部環境の変化を的確に捉えて機敏に対応し、2026年度の業績予想を
着実に達成してまいります。

・「2030ロードマップ」については、前倒しでの達成に、引き続き挑戦します。
「高速」with「ちゃんと」を徹底し、食品、バイオ＆ファインケミカルそれぞれの事
業成⾧を、一段と加速させてまいります。

・また構想力と実行力を高め、中⾧期の成⾧に向けたイノベーション創出を加速
してまいります。

「ちゃんと考え、ちゃんと実行する!」

私からの説明は以上となります。
皆様からのご質問やご意見を賜れますと幸いです。
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補足資料
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売上高:増収 事業利益:増益

対前年実績:110％ 対前年実績:166％

4,195億円 351億円 449億円

除く為替影響:105% 除く為替影響:155%

対前年増減内訳 （億円）

FY25 4Qに影響した内容対4Q-FY24

400売上高
調味料、栄養・加工食品、ファンクショナルマテリアルズ、バイオファーマサービス（CDMO）
などが貢献136売上増減によるGP増減

調味料、栄養・加工食品、バイオファーマサービス（CDMO）などが貢献94GP率変動によるGP増減

▲101販管費増減

11持分法による損益

140事業利益計

本社ビル土地および建物の譲渡に伴う譲渡益406億円など635その他営業収益･費用

8金融収益・費用

570親会社帰属当期利益計

単位:億円、▲は損サイド

親会社の所有者に帰属する当期利益:
増益

第4四半期（1-3月期）サマリー
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対前年実績:570億円増
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FY25累計 事業概況対FY24
累計セグメント

「調味料・食品事業」と「冷凍食品事業」合わせた全体で増収売上高
食品事業全体

「冷凍食品事業」は減益も、「調味料・食品事業」と合わせた
全体で増益事業利益（除く為替影響）

コーヒーが大幅増収。メニュー用調味料や、スープ、クッキング
ソースなども増収。S&Iの減収をカバーして、全体で増収売上高

国内

調味料・食品

原料高騰に対応する値上げを遂行したコーヒーが大幅増益。
メニュー用調味料も大幅増益となり、S&Iの減益をカバーして、
全体で大幅増益

事業利益

調味料が、数量・単価のいずれも伸び、S&Iの減収をカバーして
全体で増収売上高

海外
調味料事業が増収に伴い増益も、S&Iなどの減益影響をうけ、全体
として前年並み事業利益

25年9月以降のギョーザの価格戦略の見直しで下期は販売が回復も、
通期では売上は増収、減益

売上高
国内

冷凍食品

事業利益

北米は減収も新規展開国などの伸⾧で全体で前年並み売上高

海外 北米の一時的要因や新規展開国での戦略的費用の投入などにより、
全体で大幅減益。製品回収に伴い発生した費用の大半は、
「その他営業費用」の項目で計上

事業利益

（除く為替影響）

（除く為替影響）

（調味料、栄養・加工
食品、S&I*合計）

*ソリューション＆
イングリディエンツ

FY25 累計 セグメント別概況:食品事業
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対FY24
累計

FY25（累計）　事業概況

売上高

事業利益

売上高

事業利益

売上高

事業利益

売上高

事業利益

セグメント

バイオ＆ファインケミカル
事業全体 (除く為替影響)

ヘルスケア等

ファンクショナル
マテリアルズ
(電子材料等)

医薬用・食品用
アミノ酸

バイオファーマ
サービス
(CDMO)

電子材料が大幅増収。 AI、サーバー、ネットワークなど高性能基板
向け ABFⓇの販売が好調

大幅増収により、大幅増益

バイオ医薬品向けや培地用途など高付加価値のアミノ酸が伸び、
全体で増収

増収により、増益

味の素アルテア社の売却影響により全体で減収。
この影響を除くと増収

低分子・中分子・遺伝子治療の全てで増益、味の素アルテア社の
売却影響も合わせ、全体で増益

味の素アルテア社を売却した影響あるも、全体で増収

全体で大幅増益。ファンクショナルマテリアルズ、バイオファーマ
サービス＆イングリディエンツが大幅増益

FY25 累計
セグメント別概況:バイオ＆ファインケミカル事業
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除く為替前年比
（A）/（B）

前年比
（A）/（B）

増減
（A）-（B）

FY25累計
（B）

FY26予想
（A）

108%108%1,39215,83717,230売上高

108%108%1581,8111,970事業利益

--▲360182▲178その他の営業収益/営業費用net計

-89%▲2021,9941,792営業利益

--▲6▲32▲39金融収益/金融費用net計

-89%▲2081,9611,752税引前当期利益

--▲58510452法人所得税

-89%▲1501,4501,300当期利益

-89%▲1461,3461,200親会社の所有者に帰属する当期利益

-96%▲3103100非支配持分に帰属する当期利益

単位:億円、▲は損サイド
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業績予想（損益計算書）
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FY25予想
(2026年2月5日修正)

FY25実績
FY26予想

1Q2Q3Q4Q

150.00 144.59147.46154.08156.96150.00 USD

174.00163.81172.30179.39183.65180.00EUR

4.694.374.564.794.964.71THB

27.5625.5327.0728.5629.8427.27BRL

事業利益への感度（換算時）FY26予想

1円円安 → 約+1.4億円150.00 USD

1円円安 → 約+0.6億円180.00EUR

0.01円円安 → 約+1.1億円4.71THB

1円円安 → 約+4.8億円27.27BRL

為替前提:対円

為替感度 為替レート:対円
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業績予想:為替前提および為替感応度
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 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記載は、
本資料の発表日現在における将来の見通し、計画のもととなる前提、
予測を含んで記載しており、当社としてその実現を約束する趣旨の
ものではありません。実際の業績は、今後様々な要因によって、
大きく異なる結果となる可能性があります。

 本資料には監査を受けていない概算値を含むため、数値が変更になる
可能性があります。

 アミノサイエンス®は味の素株式会社の登録商標です。
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